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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　告　示� 所管課（室）名　

　・土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域の指定� 地 域 環 境 課

　・道路の区域変更（２件）� 道 路 維 持 課

　・土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定� 砂 防 課

◎　公　告

　・大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見� 経 営 支 援 課

　・都市計画の案の縦覧（２件）� 都 市 政 策 課

　・都市計画の図書の縦覧� 〃

◎　選挙管理委員会告示

・	令和７年５月18日執行の対馬市議会議員一般選挙における当選の効力に関する審

査の申立てに対する裁決� 選挙管理委員会書記室

◎　雑　報

　・広報支援業務プロポーザルの実施� 長崎県公立大学法人

長崎県告示第490号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質によって汚染されており、

土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域（以下「形質変更時要届出区域」とい

う。）を指定するので、同条第３項において準用する同法第６条第２項の規定により、次のとおり告示する。

　　令和７年10月７日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　形質変更時要届出区域

　　長崎県西海市西海町横瀬郷無番地の一部

２�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第２項の基準に適合していない特定有害物質の

種類

　　鉛及びその化合物

長崎県告示第491号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び五島振興局上五島支所において告示の日から２週間、一般の

縦覧に供する。

　　令和７年10月７日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類　一般県道

　　　　目　　　　　次

　　　　告　　　　　示
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路　線　名　日ノ島猿浦線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

南松浦郡新上五島町若松郷字汐早崎472番１地先から

官公有無番地先（南松浦郡新上五島町若松郷字汐早崎469番10）まで

前 18.3～19.0 11.3

後 19.0～20.7 11.3

長崎県告示第492号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県央振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和７年10月７日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類　一般県道

路　線　名　田結久山線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

諫早市飯盛町里2626番３地先から

諫早市飯盛町古場611番１地先まで

前Ａ 7.2～78.2 1973.4

後Ａ 7.2～78.2 1973.4

後Ｂ 10.8～81.9 1826.9

長崎県告示第493号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項及び

第９条第１項の規定により、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する。

　なお、土砂災害警戒区域に関する公示図書は、長崎県土木部砂防課及び長崎県県北振興局建設部に備え置いて

縦覧に供する。

　　令和７年10月７日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

箇　所　番　号 所　　在　　地

土砂災害の発生

原因となる自然

現象の種類　　

区　域　の　種　別

建築物に作用

すると想定さ

れる衝撃に関

する事項　　

東彼杵-（急）-0221 東彼杵郡東彼杵町太ノ浦郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
公示図書中の

図面において

表示

東彼杵-（急）-0222 東彼杵郡東彼杵町太ノ浦郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0230 東彼杵郡東彼杵町太ノ浦郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1295-1 東彼杵郡東彼杵町駄地郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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東彼杵-（急）-1295-2 東彼杵郡東彼杵町駄地郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0025 東彼杵郡東彼杵町大音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1005 東彼杵郡東彼杵町大音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1017 東彼杵郡東彼杵町大音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1022 東彼杵郡東彼杵町大音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1023-1 東彼杵郡東彼杵町大音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1023-2 東彼杵郡東彼杵町大音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0266-1 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0266-2 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0290 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0322 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1284 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1289 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1290 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1291 東彼杵郡東彼杵町中岳郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0310 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0312 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0321 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0343 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0355 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1239 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1275 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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東彼杵-（急）-1276 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1277 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1298 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1299 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1301 東彼杵郡東彼杵町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0066 東彼杵郡東彼杵町木場郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0364 東彼杵郡東彼杵町一ツ石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0365 東彼杵郡東彼杵町一ツ石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0403 東彼杵郡東彼杵町一ツ石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1210 東彼杵郡東彼杵町一ツ石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1211 東彼杵郡東彼杵町一ツ石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0333 東彼杵郡東彼杵町遠目郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1218 東彼杵郡東彼杵町遠目郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1026 東彼杵郡東彼杵町口木田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0052 東彼杵郡東彼杵町法音寺郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0138 東彼杵郡東彼杵町法音寺郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0206 東彼杵郡東彼杵町法音寺郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1087-2 東彼杵郡東彼杵町法音寺郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1105 東彼杵郡東彼杵町法音寺郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0072-1 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0072-2 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0080 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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東彼杵-（急）-0097 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0101 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0401 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1117 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1144-1 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1144-2 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1145-1 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1145-2 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1260 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1263 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1268 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1269 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1308 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1309-1 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1309-2 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0032 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0033 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0111 東彼杵郡東彼杵町坂本郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0159 東彼杵郡東彼杵町三根郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1085-1 東彼杵郡東彼杵町三根郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1085-2 東彼杵郡東彼杵町三根郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1087-1 東彼杵郡東彼杵町三根郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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東彼杵-（急）-1009 東彼杵郡東彼杵町小音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0141 東彼杵郡東彼杵町菅無田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0402 東彼杵郡東彼杵町菅無田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0160 東彼杵郡東彼杵町菅無田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0121 東彼杵郡東彼杵町菅無田郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0272 東彼杵郡東彼杵町瀬戸郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1208-1 東彼杵郡東彼杵町瀬戸郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1208-2 東彼杵郡東彼杵町瀬戸郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0214 東彼杵郡東彼杵町千綿宿郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1185 東彼杵郡東彼杵町千綿宿郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0204 東彼杵郡東彼杵町彼杵宿郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1251 東彼杵郡東彼杵町彼杵宿郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1254 東彼杵郡東彼杵町彼杵宿郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0325 東彼杵郡東彼杵町蕪郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1243 東彼杵郡東彼杵町蕪郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1281 東彼杵郡東彼杵町蕪郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0299 東彼杵郡東彼杵町平似田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1242 東彼杵郡東彼杵町平似田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1283 東彼杵郡東彼杵町平似田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0012 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0013 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0029-1 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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東彼杵-（急）-0029-2 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0029-3 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0046 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0055 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0059 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0400 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1054 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1067 東彼杵郡東彼杵町川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0003 東彼杵郡東彼杵町川内郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（土）-0107 東彼杵郡東彼杵町川内郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1037 東彼杵郡東彼杵町蔵本郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0337 東彼杵郡東彼杵町里郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0339 東彼杵郡東彼杵町里郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0344 東彼杵郡東彼杵町里郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0349 東彼杵郡東彼杵町里郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1209 東彼杵郡東彼杵町里郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0178 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0182 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0183 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0184 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0186 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0187-1 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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東彼杵-（急）-0187-2 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-0189 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1126 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1127-1 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1127-2 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1130 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1131 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1132 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1270 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1271 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1272 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

東彼杵-（急）-1273 東彼杵郡東彼杵町中尾郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-40-1 東彼杵郡川棚町五反田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-40-2 東彼杵郡川棚町五反田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-400 東彼杵郡川棚町五反田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-414 東彼杵郡川棚町五反田郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-2 東彼杵郡川棚町五反田郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-127 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-129 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-421 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-132 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-422-1 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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川棚-（急）-422-2 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-422-3 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-423 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-424-1 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-424-2 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-425 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-426 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-427 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域

川棚-（急）-428 東彼杵郡川棚町岩屋郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-16 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-17-1 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域

川棚-（土）-17-2 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-17-3 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-18 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-21 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-22 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-100 東彼杵郡川棚町岩屋郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-432 東彼杵郡川棚町小音琴郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-235 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-239 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-240 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-241 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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川棚-（急）-242 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-243 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-253 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-254 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-445 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-447 東彼杵郡川棚町上組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-323 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-324 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-327 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-328 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-329 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-345 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-350 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-378 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-448 東彼杵郡川棚町新谷郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-102 東彼杵郡川棚町新谷郷 土石流 警戒区域

川棚-（急）-430 東彼杵郡川棚町石木郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-431 東彼杵郡川棚町石木郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-204 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-205 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-206 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-207 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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川棚-（急）-208 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-211 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-215 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-218-1 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-218-2 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-433 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-434 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-435 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-436 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-437 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-438 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-439 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-440 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-441 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-442 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-443 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-444 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-446-1 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-446-2 東彼杵郡川棚町中山郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-30 東彼杵郡川棚町中山郷 土石流 警戒区域

川棚-（急）-10 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-11 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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川棚-（急）-24 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-26 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-28 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-35 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-45 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-48 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-401 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-402 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-403 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-404 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-405-1 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-405-2 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-406 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-407 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-408 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-409 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-410-1 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-410-2 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-411 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-412 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-413 東彼杵郡川棚町猪乗川内郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-291-1 東彼杵郡川棚町白石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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川棚-（急）-291-2 東彼杵郡川棚町白石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-292 東彼杵郡川棚町白石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-293 東彼杵郡川棚町白石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-294 東彼杵郡川棚町白石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-374 東彼杵郡川棚町白石郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-100 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-108 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-113-1 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-113-2 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-120 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-121 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-122 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-124 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-415 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-416 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-417 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-418 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-419 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-420 東彼杵郡川棚町木場郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-309 東彼杵郡川棚町小串郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-313 東彼杵郡川棚町小串郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-315 東彼杵郡川棚町小串郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域
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川棚-（急）-276 東彼杵郡川棚町下組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-281 東彼杵郡川棚町下組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-288 東彼杵郡川棚町下組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-289 東彼杵郡川棚町下組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-290 東彼杵郡川棚町下組郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-34 東彼杵郡川棚町中組郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（土）-101 東彼杵郡川棚町中組郷 土石流 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-170 東彼杵郡川棚町百津郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

川棚-（急）-429 東彼杵郡川棚町百津郷 急傾斜地の崩壊 警戒区域、特別警戒区域

　　　大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見（公告）

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第５条第１項の届出に対し、同法第８条

第１項の規定に基づく意見書の提出があったので、同法第８条第３項の規定により公告するとともに縦覧に供す

る。

　　令和７年10月７日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　スーパーセンタートライアル佐世保崎岡店

　　長崎県佐世保市崎岡町853番12の一部

２　届出の概要

　⑴　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　株式会社トライアルカンパニー　代表取締役　石橋　亮太

　　　福岡県福岡市東区多の津一丁目12番２号

　⑵　大規模小売店舗の新設

　　　大規模小売店舗内の店舗面積の合計　3,704平方メ－トル

３　意見書の概要

　⑴　意見書を提出した者

　　　佐世保市長　宮島　大典

　⑵　意見書の内容

　　〔設置者、建物の概要〕

　　　①�事前予測結果と開店後の状況に大きな乖離が生じた場合には、再度調査・予測を実施した上で、必要な

追加的対応策を講じていくこと。

　　〔駐車需要の充足等〕

　　　①�開業後の買い物客等の車両による交通環境が悪化した場合は、道路改良等の必要性の検討、当該検討結

果に基づく対策の実施について、市土木部と協議を行い、開業の影響による部分について、必要な措置

　　　　公　　　　　告
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（負担）を講じること。

　　〔騒音の発生にかかる事項〕

　　　①�騒音予測地点ａ～ｃにおいて、夜間の規制基準値を上回ることが予測されるため、届出書記載の騒音対

策を確実に実施し、営業活動に起因した生活環境に係る苦情があった場合は、誠意を持って対応するこ

と。

　　〔廃棄物にかかる事項等〕

　　　①�廃棄物の排出抑制及び減量化のため、資源回収業者に有価売却するなど、資源化に積極的に取り組むこ

と。

　　　②�敷地内の廃棄物保管施設においては、「産業廃棄物」、「一般廃棄物」の保管施設である旨の表示を、見

えやすい位置に行うこと。

　　　③産業廃棄物は廃棄物の種別ごとに表示を行い、仕切りを設けること。

　　〔街並みづくり等への配慮等〕

　　　①営業活動に起因した生活環境に係る苦情があった場合は、誠意を持って対応すること。

　　　②�大規模小売店舗による地域貢献を促す観点から、地域経済団体、地方自治体及び地域消費者や生活者と

の意見交換、地域イベント、タウンマネジメント活動等がある場合は、できる限りの積極的な参加をす

るよう努めること。

　　　③�大規模小売店舗による地域貢献を促す観点から、地元商工会議所や商店会へ可能な限り加入するよう努

めること。

４　関係書類の縦覧

　⑴　縦覧期間

　　　公告の日から１月間

　⑵　縦覧場所

　　　�県政情報コーナー（県庁１階県政資料閲覧エリア内）、長崎県県北振興局商工水産部商工観光課及び佐世

保市経済部商工労働課

　　　都市計画の案の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第17条第１項の規定により、次のと

おり公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。

　なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに県に意見書を提出することができる。

　　令和７年10月７日

� 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

� 上記代表者　長崎県知事　大石　賢吾　

１　都市計画の種類

　　佐世保都市計画　都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２　都市計画を定める土地の区域

　　佐世保都市計画区域（佐世保市の一部）

３　都市計画の案の縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課、長崎県県北振興局並びに佐世保市役所

４　縦覧期間

　　公告の日から２週間

　　　都市計画の案の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第17条第１項の規定により、次のと

おり公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。

　なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに県に意見書を提出することができる。

　　令和７年10月７日

� 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

� 上記代表者　長崎県知事　大石　賢吾　
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１　都市計画の種類

　　佐世保都市計画　市街化区域と市街化調整区域との区分

２　都市計画を定める土地の区域

　　変更する部分　長崎県佐世保市の一部

３　都市計画の案の縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課、長崎県県北振興局並びに佐世保市役所

４　縦覧期間

　　公告の日から２週間

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　令和７年10月７日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　都市計画の種類

　　長崎都市計画用途地域　　（時津町決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市政策課及び長崎県長崎振興局

長崎県選挙管理委員会告示第43号

　令和７年５月18日執行の対馬市議会議員一般選挙における当選の効力に関し、対馬市厳原町宮谷77番地、入江

有紀から提起された審査の申立てについて、次のとおり裁決した。

　　令和７年10月７日

� 長崎県選挙管理委員会　

� 委員長　渡邊　敏則　

裁　決　書

� 審査申立人　長崎県対馬市厳原町宮谷77番地　

� 入江　有紀　　　　　　　　　　

　審査申立人（以下「申立人」という。）から令和７年７月４日付けで提起された同年５月18日執行の対馬市議

会議員一般選挙（以下「本件選挙」という。）における当選の効力に関する審査の申立て（以下「本件審査の申

立て」という。）について、長崎県選挙管理委員会（以下「当委員会」という。）は、次のとおり裁決する。

主　　文

本件審査の申立てを棄却する。

審査の申立ての要旨

　申立人は、本件選挙について、令和７年５月26日付けで対馬市選挙管理委員会（以下「市委員会」という。）

に対し、当選の効力に関する異議の申出をしたところ、市委員会は同年６月24日付けでこの異議の申出を棄却す

る決定（以下「原決定」という。）をした。なお、異議申立書の申立の理由には、公職選挙法（昭和25年法律第

100号。以下「法」という。）第202条第１項に基づく旨の記載があるが、申立の趣旨は、当選の効力に関し不服

があるというものであり、申立の理由も、選挙の有効を前提に、開票の再調査を求めるものであって、選挙の効

　　　　選挙管理委員会告示
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力に関する異議の申出ではなく、当選の効力に関する異議の申出と解される。

　申立人は、原決定を不服として、当委員会に対し、原決定を取り消し、本件選挙における当選の効力を無効と

する旨の裁決を求めて、本件審査の申立てをしたものである。なお、審査申立書の申立の理由には、法第202条

第１項に基づく旨の記載があるが、異議の申出と同じく、当選の効力に関する審査の申立てと解される。

　その理由を審査申立書に従って要約すれば、次のとおりである。

１�　市委員会が発表した選挙結果によると、申立人は489票を獲得したが、次点で落選し、最下位当選者のすや

ま荘太郎候補（以下「すやま候補」という。）は491票を獲得し、その差は２票であった。

２�　申立人及び支援者らが開票経過をＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）で見ていたところ、申立人に投票された投票

用紙の束（１束50票）が12個あったのを見ていることから、600票前後の投票があったと考えられる。

３�　しかし、市委員会の説明によると、申立人の票は50票の束が８個、20票の束が４個、端数１束９票で合計

489票と確認したとのことであり、一方ですやま候補の票は、50票の束が９個、20票の束が２個、端数１束１

票で合計491票としている。

　�　同じくらいの票数であるにもかかわらず、申立人の20票の束が４個で、すやま候補が20票の束が２個という

のも束ね方として不自然であり、20票の束と50票の束の混同が考えられる。

４�　選挙の投票においては、有効投票か無効投票かの判断、投票数の整理や集計に関して、ヒューマンエラーに

よるミスが認められることが度々ある。

　�　令和４年10月２日執行の沖縄県うるま市議会議員一般選挙や令和５年４月23日執行の栃木県小山市議会議員

一般選挙では、当選者の票の中に無効とすべき票があったことや、無効票や他の候補者の投票とされたものの

中に、次点者の投票とするべきものがあったことが確認され、当選結果が覆っている。

　�　本件においても最下位当選者と次点の申立人との差は僅か２票であることから、少しのことで結果が覆るこ

とがある。

５�　イリエの「イ」が頭文字の候補者が他にも存在していることからも、混同、無効の判断に影響を与えること

が考えられる。

　　したがって、全ての票について、再点検をお願いしたい。

裁決の理由

　当委員会は、申立人から提出された審査申立書が適法なものと認められたため、これを受理した。

　市委員会に対しては、法第216条第２項において準用する行政不服審査法（平成26年法律第68号）第29条第２

項の規定に基づき、弁明書の提出を求めた。

　申立人に対しては、市委員会の弁明書に対する反論書の提出を求めるとともに、申立人から法第216条第２項

において準用する行政不服審査法第31条第１項の規定による口頭意見陳述の申立てがあったため、令和７年９月

２日に口頭意見陳述の機会を付与した。

　また、本件選挙の選挙長１名、開票事務従事者延べ10名（計数係２名、点検係２名、審査係２名、集計係２

名、市委員会書記長１名、市委員会書記１名）、選挙立会人３名に法第212条の規定による証人尋問を行うなど、

慎重に審理を行った。

第１　本件審査の申立てに対する市委員会の弁明

　　�　申立人の主張はいずれも客観的根拠に欠ける憶測に基づくものであり、正当な理由がないことは明らかで

あるから、本件審査の申立ては、直ちに棄却されるべきである。

　　　その理由を弁明書に従って要約すれば、次のとおりである。

　１�　申立人は、日本全国の裁判例でヒューマンエラーによる誤りがあると主張しているが、本件選挙における

開票作業は厳格な二重三重の確認体制のもとで執行されており、自動読み取り分類機による一次分類後、計

数係が計数機で票数を２回確認している。

　　�　また、各投票束には、決定箋（有効・無効、票数バーコード）（以下「決定箋」という。）が添付され、点

検係２名が１票ずつ点検確認を行い、最終的に、選挙立会人４名全員の内容確認を経て、選挙長が最終決定

を行っている。

　　�　さらに、開票システムへの集計作業においても、２台のパソコンで別々に集計し、２名の職員が随時読み

合わせと突合を行い、確実な確認もされていたことから、人的なミスによる集計誤りや票の見落としはな

い。
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　２�　申立人は、開票をテレビ中継で視聴し、申立人の名前の書かれた所に50票を１束にして積まれた束が12個

置かれており、束数からすると申立人の票は550票から600票はあったはずである、申立人の得票の一部が数

えられなかったと考えられると主張しているが、開票集計システム入力データ一覧表（読込時間順及び候補

者別）によれば、申立人の投票は、50票の束が８個、20票の束が４個、端数として１束９票が１個あり、合

計13束、総数489票と確認され、これは開票結果と一致し、申立人が主張する１束50票が12個あったとする

事実は存在しない。

　３�　20票の束が４個で、最下位当選者が20票の束が２個という束ね方が不自然であり、50票の束と混同された

のではないかという指摘に対する弁明は、次のとおりである。

　　�　開票作業は、計数と点検のラインを２列配置して作業を行い、開票作業終盤では、票が50票に満たない状

況が発生する。

　　�　この際、50票になるまで待ってから束ねると開票作業時間が長引くため、開票事務の効率化を図り、20票

を１束として随時計数・点検を行い、選挙立会人４名全員の確認を経て、選挙長が最終決定している。これ

は、それぞれのラインで束ねる作業が行われるため、各候補者の得票状況により、20票の束の数は変動して

おり、実際に本件選挙では、20票の束が５個作成された候補者が１名、４個作成された候補者が２名、３個

作成された候補者が８名、２個作成された候補者が８名、１個作成された候補者が３名であった。

　　�　このように、20票の束が複数存在することは不自然ではなく、開票作業の効率化のために行われる通常の

作業プロセスと考えられる。

　４�　申立人は、本件選挙において、166票の無効投票があり、多数出ている。その中には申立人の票と判断で

きる票があると考えられると主張しているが、無効投票166票について、対馬市誕生以来、同種の対馬市議

会議員一般選挙が５回執行されており、その無効投票数は、最大で338票、最小で217票であった。本件選挙

における無効投票数166票は、過去最小の無効投票数を下回っており、通常の無効投票数の範囲内であった

と認められる。

　　　また、166票の無効投票の内訳は以下のとおりである。

　　　①　候補者でない者又は候補者となることができない者の氏名を記載したもの　19票

　　　②　２人以上の候補者の氏名を記載したもの　９票

　　　③　候補者の氏名のほか、他事を記載したもの　７票

　　　④　候補者の何人を記載したかを確認し難いもの　17票

　　　⑤　白紙投票　55票

　　　⑥　単に雑事を記載したもの　35票

　　　⑦　単に記号、符号を記載したもの　24票

　　�　これら無効投票は、選挙立会人４名全員の内容確認を経て、選挙長が決定したものであり、申立人の主張

による「申立人の票と判断できる票があると考えられる」というのは推測に過ぎない。

　５�　全国区の選挙においても、１～２票の差により、再度、票を数え直したことで、当選者と次点の候補者の

投票数が逆転している例が複数件あると主張し、申立人は沖縄県うるま市や栃木県小山市の選挙における事

例を挙げているが、これは本件選挙において開票の効力に影響を及ぼす具体的な証拠とはならない。

　６�　本件選挙において、「イ」で始まる候補者は、申立人「入江有紀」と、他の候補者「糸瀬雅之」の２名の

みである。２名とも「イ」で始まるものの、ひらがな、カタカナによる投票では、両名の氏の２文字目から

すると（「入江のリ」と「糸瀬のト」）、選挙人が誰に投票したかの意思が明確に判断できるもので、有効投

票の場合は点検係による二重の確認、それ以外は審査係で、選挙人の意思を尊重し、かつ、実例、判例等を

踏まえ有効、無効を判定している。

　　�　また、全ての投票は、選挙立会人４名全員の確認を経て、選挙長が最終決定しており、混同、無効の判定

に影響を与えることはない。

第２　市委員会の弁明に対する申立人の反論等

　　�　市委員会の弁明に対し、申立人から反論書が提出された。さらに、法第216条第２項において準用する行

政不服審査法第31条第１項の規定による口頭意見陳述の申立てがあったため、令和７年９月２日に当委員会

は、申立人に対して口頭意見陳述の機会を付与した。

　１　申立人から提出された反論書の主な内容は、次のとおりである。

　　⑴�　市委員会の弁明書は、開票日当日の開票事務の経緯を列挙したものであり、票の再検査を実施したもの

ではない。



令和７年10月７日　火曜日� 第11455号長 崎 県 公 報

─ 1287 ─

　　⑵�　他自治体において事例こそ少ないものの、票の再確認によって選挙結果が覆ったケースも存在してい

る。こうした前例を踏まえ、選挙の公正性と透明性を確保するためにも、有効票・無効票の一票一票につ

いて、改めて厳正な全票検査を実施することを当委員会に対して強く要望する。

　２　申立人が行った口頭による意見の陳述の要約は次のとおりである。

　　⑴�　市委員会は、手続きに則り、適正に開票したから間違いはなく、ヒューマンエラー含めて判断、計数上

の間違いはないと主張している。これは、異議申出及び当委員会に対する審査申立制度自体不要と述べて

いるに等しい。

　　　�　沖縄県うるま市議会議員一般選挙、栃木県小山市議会議員一般選挙の例を挙げ、有効・無効の判断、誰

に帰属する票か判断が分かれることもあり、手続きは適正に行われたから間違いはないでは通用せず、全

ての票の再点検が必要である。

　　　�　また、選挙は短時間で多くの事務を処理しなければならず、ヒューマンエラーはいつ発生してもおかし

くない。

　　⑵�　弁明書において、票の束が12束あったことを認めているが、50票の束が８個、20票の束が４個、端数が

９票１個であったことについて、入力データ一覧表を根拠にするだけである。

　　　�　申立人の票は50票の束が８個、20票の束が４個、端数が１束で９票とされているが、20票の束が４個で

50票以上あるにもかかわらず、50票の１束を作らずに、20票の束を４つも作るのがあまりにも不自然であ

る。20票の束４個の中に、50票の束が含まれているのではないか。

　　　　また、その票の束ね方の不自然さについて、申立人の疑問に答えていない。

　　⑶�　無効投票については、過去の無効投票数の割合を比較して、その手続が信用できるからと述べ、再点検

の必要性の高い無効投票さえ、再点検、再調査をしていない。

　　⑷�　選挙立会人は自分の関係する候補者の票はしっかりと確認するが、それ以外の候補者については、熱心

ではないと言われている。

　　⑸�　投票用紙の束を候補者の氏名が書かれた積載台に置いていくが、置き間違えも多く、元に戻したりする

例もあると市の職員から聞いている。

　　⑹�　期日前投票所の１ヶ所において、投票箱に鍵がかけられておらず、朝に期日前投票所へ行った投票立会

人が、そのことに気付いたという話も聞いている。

第３　当委員会が認定した事実

　　�　市委員会から提出された弁明書及び当委員会が法第212条により行った証人尋問による証言から、次の事

実が認められる。

　　�　なお、証人尋問については、証言を行うことにつき同意を得られた本件選挙の選挙長１名、開票事務従事

者延べ10名（計数係２名、点検係２名、審査係２名、集計係２名、市委員会書記長１名、市委員会書記１

名）、選挙立会人３名を対象として令和７年９月２日に当委員会が行ったものである。

　１　開票事務の手順等について

　　�　本件選挙における開票事務は選挙会と併せて行われ、令和７年５月18日午後８時30分から、対馬市シャイ

ンドームみね（対馬市峰町三根353番地）において開始された。市委員会によると、各候補者の得票数につ

いては、開票事務要領に基づき、有効投票の点検等が次のとおり行われ、確定された。

　　⑴�　投票箱から取り出された投票用紙は、まず自動読み取り分類機で候補者ごとに仕分けを行い、そこで仕

分けられた票が計数係に渡された。

　　⑵�　計数係において、計数機を用いて投票用紙の計数を行い、候補者ごとに50票の束、20票の束、端数の束

を作成し、それぞれの票の束には、候補者の氏名及び票数が記載された決定箋が添付され、点検係に渡さ

れた。

　　　�　なお、束の作り方については、開票作業の終盤を除き、まず50票の束を作成し、50票が揃わなくなった

ら、20票の束を作成する。最後に20票の束も揃わなくなった場合には、端数を作成するという流れであっ

た。

　　⑶�　点検係では、計数係で束ねられた票を１枚１枚めくり、他の候補者の票や疑問票と思われる票が混ざっ

ていないかなどの点検がなされた。また、その点検は必ず２名体制でのダブルチェックが行われた。

　　⑷�　点検係が完全有効票でない投票（不明瞭なものなど）を見つけたときは、点検係の担当において票の方

向を変え、その後、点検係の責任者が完全有効票と入れ替えを行い、入れ替えられた完全有効票ではない

投票は疑問票として審査係へ渡された。
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　　⑸　点検係２名によるダブルチェックを終えた票は、計数係が再度計数機にかけ、枚数の確認を行った。

　　⑹�　計数係で再度、枚数の確認を行った票は、選挙立会人４名全員がその内容確認を行い、決定箋へ確認印

を押印した。その後、選挙長が最終決定を行い、決定箋へ決定印を押印した。

　　⑺�　選挙長の最終決定が終わった票の束は、集計係へ回付された。集計係は、開票集計システムに付属する

スキャナで決定箋に印字されたバーコードを読み取り、開票結果の集計が行われた。また、開票集計シス

テムへの集計も２名体制でそれぞれ別々のパソコンに集計を行い、随時読み合わせを行うなどして、数値

に誤りがないかの確認が確実に行われた。

　２　疑問票の審査及び判定等について

　　⑴�　自動読み取り分類機による投票用紙の分類や、点検係による点検作業等において、候補者の氏名が不明

瞭、単に記号、符号を記載したもの等により疑問票とされた全ての投票用紙は、審査係へ回付された。

　　⑵�　疑問票は４人の審査係により、公職選挙法の逐条解説及び一般財団法人地方財務協会が発行している

「投・開票事務ノート」を参照のうえ、実例、判例などに留意し、有効・無効を選別された。その後、計

数機で計数を行い、束ねられた票に決定箋を添付し、選挙立会人４名全員がその内容確認を行い、決定箋

へ確認印を押印した。その後、選挙長が最終決定を行い、決定箋へ決定印を押印した。

　３　選挙立会人による開票事務の立会い等について

　　⑴�　選挙立会人に対しては、事前に選挙立会人の主な仕事内容及び注意点を書面により通知したうえで、開

票所において市委員会から開票作業の流れ等を説明した。

　　　�　この際、開票事務従事者の点検や計数を終えて束ねられた全ての投票用紙を、最終点検者として点検す

るとともに、票の束ごとに添付された決定箋に確認印の押印を求めることについて了解を得た。

　　⑵�　20時30分からの開票作業において、選挙立会人は、まず有効投票と判定された投票用紙の束について、

１票ずつ確認したうえで、票の束ごとに添付された決定箋に確認印を押印した。

　　　�　なお、当委員会が選挙立会人に実施した証人尋問において、回付されてきた票の束の確認にあたり、選

挙立会人が疑問に思った票については、質問を選挙長に対して行っていたとの証言があり、選挙立会人に

より適切な確認がなされていた。

　　⑶�　無効投票と判定された投票用紙について、無効事由ごとに束ねられ、その判定について了解した上で、

票の束ごとに添付された決定箋に確認印を押印した。

　４　開票の結果について

　　�　本件選挙における選挙会は開票事務と併せて行われ、選挙長及び選挙立会人４人全員による選挙録の審

査、署名を経て、22時25分に終了した。

　　�　本件選挙における選挙録によると、投票総数は16,780票、うち有効投票は16,614票、無効投票は166票で

あり、申立人の得票数は489票で、最下位当選人のすやま候補は491票であった。

　　�　無効投票である166票の内訳は、候補者でない者又は候補者となることができない者の氏名を記載したも

の19票、２人以上の候補者の氏名を記載したもの９票、候補者の氏名のほか、他事を記載したもの７票、候

補者の何人を記載したかを確認し難いもの17票、白紙投票55票、単に雑事を記載したもの35票、単に記号、

符号を記載したもの24票であった。

第４　当委員会の判断

　１　本件選挙における各候補者の有効得票数の算定について

　　�　前記第３の１から３の各事実については、当委員会が本件選挙の選挙長１名、開票事務従事者延べ10名

（計数係２名、点検係２名、審査係２名、集計係２名、市委員会書記長１名、市委員会書記１名）、選挙立

会人３名を対象に実施した証人尋問による証言からその事実が裏付けられており、開票事務従事者による開

票事務、選挙立会人による開票事務の立会い、選挙長による最終点検者としての決定は適正に行われ、当選

の効力に影響を及ぼす開票事務の誤りはなかったことが認められる。

　　�　また、複数の開票事務従事者、選挙長及び選挙立会人４名が全ての投票用紙を確認していることや、申立

人の氏名が、最下位当選人はもとより、その他の21人の候補者の氏名と類似していないことから、票の混同

等が起きる可能性はなかったものと認められる。

　　�　さらに、50票の束と20票の束の厚みが一見して明らかでありかつ、それぞれの係において、必ずダブル

チェックによる作業が行われていたことから、50票の束と20票の束の混同が起きる可能性はなかったものと

認められる。

　　�　加えて、疑問票の判定にあたっては、法第67条及び第79条の規定に基づき、選挙立会人の意見を聴き、選
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挙長が決定しなければならないが、本件選挙においては、その都度、選挙長及び選挙立会人４名の総意の下

で決定しており、有効及び無効の判定で意見が食い違うなどの問題が生じなかったことも認められる。

　　　これらの点についても、当委員会が実施した証人尋問による証言からその事実が裏付けられている。

　　�　また、市委員会から提出を受けた弁明書などから、開票事務に係る一連の手続は適正に執行されたと認め

ることが相当であり、有効得票数の算定や無効投票の判定について過誤があると疑うに足る具体的な事実は

何ら確認することはできなかった。

　　�　なお、証人尋問を行った延べ14名からは、いずれも開票事務において、トラブルなどは発生しておらず、

開票作業は円滑に行われ、特に気付いた点や不審な点などはなかった旨の証言が得られている。

　　�　したがって、本件選挙の選挙会において、各候補者の得票数の算定の決定が適法に行われたものと認めら

れる。

　２　本件選挙における全投票を数え直す必要性について

　　�　一般に、当選の効力に関する争訟を審理する選挙管理委員会が、決定に至る過程においていかなる手続を

選択するかについては、その合目的的裁量に委ねられている（平成17年12月20日仙台高等裁判所判決）と

ころであり、本件選挙における全投票の開披調査（以下「開披調査」という。）を実施するか否かについて

も、当委員会の裁量に委ねられていると解される。

　　�　これを踏まえ、当委員会は、申立人から請求のあった開披調査の実施の要否について、次のとおり判断す

る。

　　�　当選の効力を争う争訟は、選挙の効力に関する争訟とは異なり、選挙そのものは有効に行われたことを前

提として、何人がその選挙における正しい当選人であるかを争うものである。一般的には、選挙会において

当選人と定められた者の当選が無効であるとするもの又はそこで落選者と決定された者が当選人であること

を主張して選挙会の決定の取消しを求めるもののように、選挙会の決定の適不適を争うものであるとされて

いる。（昭和23年９月25日最高裁判所第二小法廷判決、昭和25年５月９日最高裁判所第三小法廷判決）

　　�　また、当該争訟においていかなる場合に当選が無効とされるかについては、裁判例において、「（当選無

効）原因となり得べき違法事由には、当該当選人決定についての違法即ち、①当選人を決定した機関の構成

や決定手続の違法、②各候補者の有効得票数の算定の違法、③当選人となり得る資格の有無の認定に関する

違法等のみがこれに当たるものと解するのが相当である。」（平成４年12月17日名古屋高等裁判所判決）と解

されている。

　　�　すなわち、本件選挙においては、本件選挙の最下位当選人である、すやま候補の得票数の算定に違法があ

ること（上記②）を主張し、すやま候補の当選が無効であるかどうかを争うものである。

　　�　しかし、上記１のとおり、本件選挙における有効無効の判定及び各候補者の得票数の算定は適正かつ適法

に行われており、本件選挙の当選人の当選を無効とするに足る具体的な事実は確認できなかった。

　　　したがって、申立人の主張には理由がない。

　　�　申立人は、審査申立書、反論書及び口頭意見陳述において、他の都道府県選挙管理委員会の事例や開票作

業においてヒューマンエラーによるミスが起こり得ることを挙げ、開披調査を求めているが、申立人の主張

するところは要するに、申立人の獲得した票が他の候補者の有効投票又は無効投票の中に紛れているのでは

ないかというものである。

　　�　しかし、申立人からは、そうした疑念に関する具体的な事実の適示やその主張を裏付ける立証はなかっ

た。

　　�　また、申立人は、本件選挙において無効投票が多過ぎることを主張しているが、そのような申立人の主張

を裏付ける具体的な事実は確認できず、当該主張の真偽は本件選挙における当選の効力に何ら影響を及ぼす

ものではない。

　　�　このような点を勘案すると、開披調査をする必要性については、申立人の主張に具体的な根拠が認められ

ないことから、当委員会としては、これを実施する合理的理由はないと判断する。

　３　結論

　　�　よって、申立人の主張はいずれも理由がないことから、これを棄却することとして、法第216条第２項に

おいて準用する行政不服審査法第45条第２項の規定に基づき、主文のとおり裁決する。

　　令和７年９月25日

� 長崎県選挙管理委員会　　　　　　　
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� 委員長　渡邊　敏則　　　　　　　

� 委　員　中島　廣義　　　　　　　

� 委　員　渡邉　敏勝　　　　　　　

� 委　員　原　　章夫　　　　　　　

教　　示

　公職選挙法第207条の規定により、この決定に不服があるときは、長崎県選挙管理委員会を被告として、この

決定書の交付を受けた日又は同法第215条の規定による告示の日から30日以内に、福岡高等裁判所へ訴訟を提起

することができる。

　　　公募型プロポーザルの実施（公告）

　長崎県立大学広報支援業務（2025～2027年度）について、公募型プロポーザルを行うので公告する。

　　令和７年10月７日

� 長崎県公立大学法人理事長　坂口　克彦　

１　目的

　�　長崎県立大学の公式サイトのリニューアル、大学案内の制作業務及びその他広報の展開（以下、「本業務」

という）を一括で行うことで、統一的なコンセプトに基づいたデザインやコンテンツの構成を行い、効率的、

効果的な情報発信を行うことを目的とする。

２　業務概要

　⑴　業 務 名　　長崎県立大学広報支援業務（2025～2027年度）

　⑵　業務内容　　サイト管理システムの再構築、企画デザイン、取材・写真撮影、編集及び印刷

　⑶　業務場所　　佐世保市川下町123／佐世保校及び西彼杵郡長与町まなび野１-１-１／シーボルト校

　　　　　　　　　ただし、必要に応じて学外での取材・撮影を行う。

　⑷　履行期間　　契約日から令和９年９月30日まで

３　プロポーザルに参加する者の資格要件

　�　期日までに参加申込書及び関係書類を提出し、参加資格審査を受けて、プロポーザル参加資格を得ること。

　　詳細はプロポーザル説明書による。

　⑴　提出方法　持参又は郵送とする。

　⑵　提 出 先　11に定める部署

　⑶　提出部数　１部

　⑷�　提出期間　この公告の日から令和７年10月24日（金）17：00まで（大学の休日を除く。）の９：00から

17：00の間（郵送の場合は、提出期限までに必着のこと。）

　⑸　その他

　　�　提出書類には競争入札参加資格に係る書類も必要であることから、競争入札参加資格申請に係る問い合わ

せは以下に照会のこと。

　　（住　所）〒858-8580　長崎県佐世保市川下町123番地１

　　（名　称）長崎県公立大学法人　総務課財務グループ

　　（電　話）0956-47-2191

４　プロポーザルに参加することができない者

　⑴�　「長崎県公立大学法人契約事務取扱規程」第３条の規定に該当する者。なお、被補助人、被保佐人又は未

成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条第１項の規定に該当しない者である。

　⑵　アまたはイの資格を得ていない者

　　ア�　長崎県が発注する物品の製造の請負、買入れ、修繕及び借入れ並びに庁舎及び道路の清掃並びに昇降機

設備保守点検の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査申請

の時期及び方法について定める告示（平成17年長崎県告示第474号）に定める資格

　　　　雑　　　　　報
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　　イ�　「長崎県公立大学法人契約事務取扱規程」第２条第２項に定める資格

　⑶�　この公告の日からプレゼンテーション実施日までの間において、指名停止の措置を長崎県から受けている

者、又は受けることが明らかである者

　⑷�　この公告の日からプレゼンテーション実施日までの間において、長崎県が行う各種契約からの暴力団等排

除要綱に基づき長崎県から排除措置を受けている者

５　関係資料の配付場所、期間及び方法

　�　公告及び公募型プロポーザル募集要項等の関係資料は、この公告の日から11に定める部署で配付するほか、

次に示す長崎県立大学公式サイトから入手することも可能である。　　https://sun.ac.jp/tender/

６　参加者の資格審査

　　参加申込者から提出のあった参加申込書及び関係書類を審査し、審査結果を申請者へ通知する。

　　参加資格を得た者は、７のとおり応募書類を提出すること。

７　企画提案書の提出方法等

　　プロポーザル説明書により、企画提案書及び関係書類を次のとおり提出すること。

　⑴　提出方法　持参又は郵送とする。

　⑵　提 出 先　11に定める部署

　⑶　提出部数　紙資料７部（原本１部、コピー６部）、PDFデータ１部

　　　※PDFデータはデータを記録したCD－ROM等を１枚提出のこと。

　⑷�　提出期間　この公告の日から令和７年10月31日（金）17：00まで（大学の休日を除く。）の９：00から

17：00の間（郵送の場合は、提出期限までに必着のこと。）

８　審査方法

　　審査は、長崎県立大学広報支援業務（2025～2027年度）プロポーザル審査委員会において行う。

　�　７の期限までに提出された応募書類及びプレゼンテーションの結果に基づき、審査基準により、最も優れた

提案者を特定し、併せて次点も選出する。実施時期は、令和７年11月上旬予定とし、別途通知する。

　　特定結果は、審査後１週間以内に文書で通知する。

　�　なお、以下の審査基準のうち、操作性については、関係事務職員による事前審査を行う。プロポーザル審査

委員会では、その他の項目について、プレゼンテーションを行い、審査を行うものとする。

９　契約の締結

　�　最も優れた提案者と本制作業務についての契約締結の交渉（見積執行）を行う。その提案者との契約が成立

しない場合は、次点となった提案者と契約締結の交渉を行う。

　　実施時期は、令和７年11月下旬の予定。

10　契約保証金

　�　契約金額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の100分の10以上の金額を納付すること。ただし、「長崎

県公立大学法人契約事務取扱規程」第31条の各号のいずれかに該当する場合は全部又は一部の納付を免除す

る。また、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

　　ア�　プロポーザル実施日の前日から前々年度までの間において、今回と同規模程度の実績が２件以上あり、

その履行を証明するもの（２件以上）を提出する場合

11　プロポーザルに関する事務を担当する機関の名称等

　　（住所）〒858-8580　長崎県佐世保市川下町123

　　（名称）長崎県立大学　企画広報課

　　（電話）0956-47-5856　　（FAX）0956-47-8047

12　その他

　⑴�　手続きにおいて使用する言語、通貨及び単位等は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法（平成

４年法律第51号）に定める単位に限る。

　⑵�　参加申込書提出後に辞退する場合は、辞退理由等を記載した辞退届（任意様式）を提出すること。辞退す

ることによって、今後の参加団体との契約等について不利益な取扱をするものではない。

　⑶�　仕様書に定める事項について疑義が発生した場合、またはこの仕様書に定めのない事項については、必要

に応じて別途定めるものとする。
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